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1.発 展途上国問題の分析視角
世界の中心問題は 「東西問題」か ら 「南北問題」へ移行するといったのは,イ ギ リスのロイ
ズ銀行会長のサー ・オ リバー ・フランクスであった。「南北問題」 として世界経済の重要な経済
的現象 ・課題 としてあらわれてきたのは,1950年 代末であった。1955年 のアジア ・アフ リカ会
議,1956年 のエジプ ト・スエズ運河国有化宣言,1959年 のキューバ 「革命」,1960年 の国連 「発
展のための10年 計画」,1964年UNCTADの 開催など1950年 代60年 代 は,発 展途上国の政治 ・経
済体制 に大 きな変動が生 じたのであった。こうした発展途上国の運動 は,先 進資本主義諸国の
政治的 ・経済的 ・社会的動揺をもた らす一因にもな りかねなかった。 またがってヨーロッパ宗
主国の植民地 ・従属国であったアジア,ア フリカ,ラ テン ・アメリカの地域 ・国々は,次 々に
独立 していった。 とくに1960年 代 はアフリカの年 ともいわれているように,「反帝国主義・反植
民地主義」 を掲げた独立運動が拡大 し,コ ンゴのルムンバ,ガ ーナのエンクルマ,ギ ニアのセ
クー ・トゥーレ,タ ンザニアのニエ レレな どの指導者が多数誕生 したのであった。独立 した諸
国は,「 自立的国民経済」の形成をめざす ようになった。一部の諸国では,反 米・反欧をスロー
ガンとした民族主義の確立,あ るいは 「社会主義社会」を形成 しようとする運動 も生 じるよう
になった。「社会主義社会」建設は,旧 ソ連・東欧諸国の影響 を受けていた。 もちろん西 ヨーロ
ッパ諸国に比 して旧ソ連 ・東欧諸国の生産力水準の遅れは,こ の段階では顕著になっていなか
ったか らである。 また1965年 はベ トナム戦争が本格的に拡大 し,さ らにイン ドネシアではスカ
ルノ政権が軍事クーデターによって崩壊 しスハル ト政権が誕生す る。アジアを中心にしていわ
2『 明大商学論叢』第83巻 第3号(2)
ゆる 「南北問題」は,新 たな展開 を見せ ることになったのである。
1960年 代先進資本主義諸国にとっての 「南北問題」は,先 進資本主義諸国主体の世界経済 ・
世界市場 を維持 し発展させるという内容をもっていた。すなわち先進資本主義諸国にとっての
「南北問題」は,か つての植民地 ・従属国政策とは異なった形態での発展途上国支配の確立 を
意味 していた。 したがって,先 進資本主義諸国に とっての 「南北問題」は,資 本主義体制維持
あるいは市場問題解決の重要な課題 として位置づけられるようになったのである。1960年 代の
「南北問題」は,資 本主義先進国の世界経済関係の枠組みを作 り替 える契機 となる重要な課題
として登場 したのである。
1960年 代に入ってからの先進資本主義諸国と発展途上国の関係は,一 般に 「南北問題」 とい
う概念で世界経済の特徴の一つ として位置づけられた。マルクス主義経済学の一部には,第 二
次世界大戦後 は発展途上国の独立,ソ 連 ・東欧諸国における共産党政権 の誕生 ・維持,民 族自
立,反 帝国主義 ・反植民地主義の運動の深化が,先 進国においても社会主義への移行の危機の
現象 として捉 えた。 さらに先進資本主義 ・帝国主義諸国は,こ うした危機をいかにして克服 す
るかが歴史の流れのなかにあったのであ り,と くに発展途上国問題 を 「南北問題」 として表現
したのである。すなわち 「南北問題」 とは,先 進資本主義諸国がアジア,ア フリカ,ラ テン ・
アメリカの新興独立国に対 して新たな支配 ・統制 を可能にする政策 を生みだすことであ り,そ
れは 「新植民地主義」 といわれる政策体系であるとするのである。マルクス主義経済学 におい
ては,発 展途上国問題を資本主義 ・帝国主義の 「構造的」側面 として捉え,そ の今 日的な現象
を新植民地主義政策体系 として位置づける。そして 「南北問題」の根本的な解決の形態 は,資
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本主義からの脱却すなわち非資本主義への道に進むべきことを提起する。
1)岡 倉古志郎 は,新 植民地主義に対 して次のように規定 している。
「新植民地主義 とは,資 本主義か ら社会主義への移行 の過程が顕著にな りつつある世界史約諾
条件の もとにおける,つ まり,一 方では社会主義世界体制が成立,発 展 し,他 方では植民地体制
が事実上崩壊 にひんし,帝 国主義が弱化 しつつあ るとい う時期 における植民地主i義である。それ
は,戦 後,と くに直接的な植民地支配 の大幅な解体 を契機 に植民地体制の崩壊がいち じるしく進
んだ1950年 代末以降の時期 における植民地主義の形態である。 したがって新植民地主義は,歴 史
的 に見れば,弱 化 し,後 退 し,危 機におちいった植民地主義 と規定で きるであろう。」(岡 倉古志
郎 『アジア ・アフ リカ問題入門』(第 二版)'岩 波新書,1967年,78ペ ージ。
2)発 展途上 国問題 は,新 植民地主義的視角から論 じなければならない とい うことを強調 している
のは,堀 中浩である。
今 日の発展途上国は,第 二次世界大戦以前の後 進国 とは異なっている。それは 「資本主義世界
経済の歴史においては,後 進的資本主義国が,そ こに参加 してい く過程や,ま た後進地域 として
参加 させ られていた国が,遅 れた資本主義国 として発展 して工業国に仲間入 りする場合な どは経
験 しているのであるが,現 在の発展途上国は世界経済を二分 して 「第三世界」を形成 して世界経
済 に参加 している。したがって,従 来 の後進国 とは異なった位置づけをしなければな らない。」(堀
中浩 『国際貿易の政治経済学』青木書店,1988年,205ペ ージ。)
堀中は,発 展途上国が従来の後進国 と異 なった位置づけと展開を行 って きたのは,ア メ リカの
世界市場支配の形態の変化であ り,体 制危機の現 れであるとしている。
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「卓越 した経済力に依拠 しなが ら,国 際経済秩序 を組織化 しようとするアメリカの立場 は,か
つてのイギ リスの立場 と同じではあるが,こ の体制的危機の克服,資 本主義経済の再建 という課
題は新 しい ものであった ということができる。 この新 しい資本主義世界の状況に対応 して,戦 後
体制の原理 として考え られたのが国際協力の原理 というよう9に思 う。」(堀 中浩『現代国際経済と
第三世界』青木書店,1993年,56ペ ージ。)
南北問題は発展途上国の政治的独立 によって世界政治に参加するようになってきた。そ こから
先進国 をして新 しい展開があるとする。
「このような多数の発展途上国に対応する先進国側の戦略は新植民地主義 にもとめ られるが,
その特徴的な点は,集 団的植民地主義 にみ られるような個々の国による帝国主義的支配 とはこと
なった帝国主義一般の進出 と支配 ということにあった。このような状況の もとでは,進 出される
側,国 際独占体の支配 をうける側 でもまた,特 定の帝国主義の支配下にあるとい う個別性をはな
れた一般的で,共 通 した性格 をもった進出 と支配の もとにおかれ るという特徴 をもつ ことになっ
た。 この ことは,そ の独立の波がアフリカ大陸に波及することによって,発 展途上国の数が増加
していった ということに とどまらないで,こ れ らの国 ぐにの国際協力,つ まり発展途上国のあい
だにおける連帯 を形成 してい く基盤 となっていったのである。」(堀 中浩,同 上書,81ペ ー ジ。)
堀中は,発 展途上国問題は新植民地主義 とい う概念 を用 いる。その必要性を次のように述 べる。
「先進資本主義諸国の内的構造 において,独 占資本主義 のいっそうの発展がみとめられ るとす
れば,帝 国主義の本質における変化 をみとめがたいのであ り,そ の対外進出の もつ帝国主義的特
徴 もまた否定 されるわ けにはいかないのであ り,植 民地的支配政策の放棄 は,何 ら根拠のないも
のとなる。 したがって,わ れわれは,こ こに新植民地主義 とい う概念 をどうしても理論上必要と
することになる。」(堀 中浩,同 上書,207ペ ージ。)
第二次世界大戦後の発展途上国の位置については,次 のように述べている。
「植民地体制の崩壊 によってうまれた発展途上諸国は,新 植民地主義の支配のもとで一定の後
退 と従属 を余儀 な くされなが らも,か つての資本主義世界市場における後進国の地位 にとどまる
ことな く,自 国の経済的自立を目ざ して同盟を結び,世 界経済の変革を求めるにいたることによ
って資本主義世界市場 における発展途上国 という新たな課題 を提起するにいたったのである。そ
して,南 北問題 の出現 による資本主義の危機が顕現化 したのである。現在の発展途上国が資本主
義世界市場 における後進国 とい う定義の枠 をこえていることは,そ れ ら諸国が帝国主義世界体制
の構成部分である植民地体制 を崩壊させることによって出現した国家であ るということにある。
そして,こ のさい重要なことは,こ れらの国々が,後 進国的性格 のみに とどま りえないでその独
立を完成 させる道,す なわち,経 済的独立 を達成する道二民族民主革命の よりいっそ うの深化を
追求する方向にすすんでい く可能性をつねに もっている国家 として出現 していることである。」
(堀中浩 『国際貿易の政治経済学J104ペ ージ。)
こうした先進国の対応 は,「 国連 開発の10年 計画」 として政策化 された。
「ここでの南北問題 は,南 北間の格差,つ まり発展途上国の低開発問題 ととらえ,こ れ らの是
正=発 展途上国の発展を全世界の共通 のないしは全人類的課題 として位置づけ,こ の解決のため
にすべての国が協力すべきであって,こ の国際経済協力によってその目的が達成され るだ ろうと
いわれている。
こうして南北関係 は,新 たに独立 した 「南」側諸国を先進資本主義諸国(ア メリカを中軸 とし
た)の 支配体制のなかに包含 しようとする,先 進国の対応 としてあ らわれたのである。」(堀 中浩,
『現代国際経済 と第三世界』82ペ ージ。)
アメ リカ体制の危機は,IMF体 制の崩壊 によって進行 したが,そ の危機 は発展途上諸国に一層
の困難 をもた らした として,次 のように主張す る。
「IMF体 制の崩壊 によって,バ ックス ・アメ リカーナの危機 が現実のものとな り,先 進諸国サ
ミットが この危機 を管理する危機管理体制,い わゆる 「サ ミッ ト体制」の時代 に移ったのである。
この体制の もとで,南 北問題は新植民地主義的手段 による危機の転嫁 の問題 としての性格 を強 く
もっこととな り,発 展途上国の経済的危機 は,よ り深刻 なもの となっていった。発展途上国の経
済的危機 は単独で存在 しているわ けではない。 それはさらにバ ックス ・アメ リカーナの危機 を深
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化 させ るのである。」(堀 中浩,同 上書,85ペ ージ。)
堀中 は,ア メリカ世界市場支配体制 は,IMFの 崩壊 として現象 したのであったが,そ の危機 は
発展途上国 に転嫁 することによって危機回避をはかろうとしたのである。 しか し危機の転嫁 はそ
れ自体アメ リカの危機 を深刻化することになる。その危機の深化 を妨げるために先進国サ ミッ ト
体制が構築 された。サ ミッ ト体制が構築 されても資本主義それ 自体の矛盾を解決で きないのであ
るから,新 しい体制の構築は新たな矛盾の累積過程で もある,と している。 したがって新たな矛
盾の累積過程は,発 展途上国に転嫁することこそ,新 植民地主義の内容 なのであるとしている。
その典型は1980年 代 に生 じたメキシコの通貨危機 に現れてお り,ま たアフリカ諸国の飢餓 ・飢鯉
な どとしも生 じている。
さらに堀中は,発 展途上国の危機は,対 外関係 からも明 らかである,と している。
「発展途上国の開発戦略は程度 の差 はあるにしても,先 進 国か らの援助,と くに資本 と技術 の
分野での援助による工業開発 を.中心においていた とい うことがで きよう。換言すれば,援 助 を挺
子にした経済の近代化=工 業化を求めてきたのである。したがって,す べての発展途上国は共通
して,そ の対外依存度を高めてきた ということができる。 ところで,こ の依存の内容が問題であ
る。開発がすすむにしたがって,輸 入需要はしだいに強まり,輸 出競争力の限 られている発展途
上 国は経常収支に苦 しむこととなるのである。」(堀 中浩,同 上書,91～2ペ ージ。)
こうした発展途上国の経常収支の悪化の要因は,戦 後世界体制における外 国貿易にあるとして
いる。
「発展途上国の外国貿易がこのようにおかれた第一の要因は,戦 後の世界体制が先進工業国に
とっての市場拡大 のための体制 として確立されていることである。
第二の要因は,モ ノカルチャー産業構造のゆきづま りであ る。
第三の要因は,発 展途上国の商品経済化はいっそうすすみ,輸 入需要が増大 してい き,貿 易収
支は慢性的不均衡 におちいることになった。」(堀 中浩 『国際貿易の政治経済学』109ペ ージ。)
発展途上国の近代化は,先 進国の援助あるいは資本導入に依存 して行われてきたが,そ の結果
は,輸 入の増加 とな り経常収支の悪化 となって現れた としている。 ここでの分析 は,ミ ュルダー
ル,プ レビッシュの提起 した問題意識 と共通の もの となってお り,発 展途上 国の近代化 あるいは
工業化の進展を一定認 めている。 そのかぎりでは堀中 は,新 植民地主義的主張か らは一歩後退 し
て,発 展途上国の工業化 における先進 国の役割 を認めているようにみ える。 しか し堀中は,そ の
一方で発展途上国の運動論的側面 を重視する視角 も提示する。
「先進 国側の危機への対応 は,発 展途上国が提唱 した 「新国際経済秩序」とそれにむけての 「包
括 交渉」を拒否 して,「 サ ミッ ト体制」 をつくりあげた。 この体制 は,バ ックス・アメ リカーナの
危機 を克服するといったものではな く,た んにバ ックス ・アメ リカーナを補強 し,危 機 を管理 し,
その進行を回避 しようとす るものでしかない。 したが って,こ の危機 を克服 し,国 際経済秩序の
改革を目指 してい る「新国際経済秩序」に とって変わ るといった ものではない。 その うえ,「 サ ミ
ッ ト体制」では,新 植民地主義がより強化され,「 サ ミッ ト体制」の一部 を構成す るまでになって
い るのであるから,発 展途上 国にとっての 「新国際経済秩序」の重要性 は,ま す ます増大 してい
る。」(堀 中浩,『 現代 国際経済 と第三世界』,98～9ペ ージ。)
堀 中は,先 進国のサ ミッ ト体制は,新 植民地主義が より強化 された内容 をもっている。その強
化 された内容は,次 の ような特徴に現れているとしている。
「第一に,集 団的植民地主義 という特徴がひ とつの体制 にまで発展 しつつあるように思われる。
第三世界支配のための先進国の国際協力が さまざまなレベルで形成され,そ れが,新 植民地主義
を支える巨大な柱 となっている。」(堀 中浩,同 上書」,99ペ ージ。)
この集団的植民地主義 を支える巨大な柱は,国 連であ り,IMF・ 世界銀行であ り,そ してアメ リ
カとの従属的同盟関係の形成 であるとしている。すなわち「バ ックス・アメリカーナ体制 は危機 に
あるが,そ の危機 を回避す るためにサ ミッ ト体制があ り,集 団的植民地主義があ る。とくに集団的
植民地 主義 は,国 連であ り,IMF・ 世界銀行 であ り,そ してアメ リカ との同盟関係 として形成 され
ている。こうした集団的植民地主義 は,「新 国際経済秩序」で提起 された ような,発 展途上国の民族
解放・自立的経済形成を弱体化することにつなが っている。」(堀中浩,同 上書,198ペ ー ジ。)
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近代理論においては 「南北問題」は先進国 と発展途上国との貧富の差あるいは経済発展の差
として捉え,そ れをいかに解消するかという問題 として位置づける。すなわち,「 南北問題」は
貧富の格差や低開発 といった問題 を資本主義の枠内で解決できるもの として位置づけ,そ の発
3)
展の方向を提起する。 その代表的な理論が,ロ ス トウの 「経済発展段階説」に示されている。
近代理論の基本的な考 え方は,近 代化あるいは生産力発展を行うための方式 をどのようにおこ
すなわち発展途上国は,「 新 国際経済秩序」の形成によって民族解放,政 治的・経済的自立 を図
ろうとしたが,先 進国の集団的植民地主義 によって,あ るいは一部の発展途上国の先進国への従
属によって,運 動は前進 していない,と いう認識である。先進資本主義諸国の新植民地主義 に対
抗 した新国際経済秩序は,集 団的植民地主義によって前進 していない状況があ り,し たがって発
展途上国はふたたび新 国際経済秩序の運動 に立 ち戻 ることが重要であ り,サ ミッ ト体制を打破す
ることであるとしている。 この堀中の主張 は,発 展途上国は現在 でも新植民地主義体制のなかに
あるが,そ のなかで形成 された新国際経済秩序 は,新 しい体制 を構築する運動の原理 であ り,そ
の運動を高揚す ることこそ必要 と考える。 しか し現実は,先 進国の集団的植民地主義体制 に支配
され,運 動は前進す るどころか,発 展途上国の中には先進国 との同盟関係を結ぶことによって,
運動それ自体 を弱体化 している状況が ある,と してい る。堀中は発展途上国の現状は,新 植民地
主義体制が構築 されている,と いう岡倉古志朗以来のマルクス主義的理論 を踏襲 しているが,同
時 に発展途上国の自立的国民経済形成の必要性 を運動論 とりわけ新国際経済秩序のなかに求める
という独特 な考 え方を提示 している。 さらに現在の国際経済関係 は,民 族主義的権力が帝国主義
に対抗 して自立 を図るという道 は,閉 ざされている,そ れ故 にこそ帝国主義集団に対抗するため
には,発 展途上国の集団的運動の必要性があることも強調 している。
現在の世界経済は,ア メ リカ中心の集団的植民地主義体制が支配 している。 しか し 「巨大独占
資本が,国 家権力 と結んで世界経済を支配する時代は終わ りつつある。新国際経済秩序の歴史的
意義を,み とめなければならない時期にきているように思われる。」(堀中浩,同 上書,201ペ ージ。)
こうした世界経済体制の中にあって も発展途上国の自立的国民経済形成 に関 しては,新 国際経
済秩序の運動は大 きな意義 をもっているとして,次 のように位置づける。
「既存の秩序 において,発 展途上国 を従属 させてきた新植民地主義 については,新 国際経済秩
序の樹立によって,こ れを制限 し,さ らに廃止 してい くことが可能になる ということがで きるの
ではないだろうか。すなわち,新 国際経済秩序は,帝 国主義 を規定 していた独 占の原理の作 用を
規制するという意味において,資 本主義の世界経済体制の性格 を転換 させ る働 きをもっていると
みることがで きるので はないだろうか。」(堀 中浩,同 上書,209ペ ージ。)
堀中は,発 展途上国問題 は帝国主義の今 日的表現形態である新植民地主義理論か ら出発 しなけ
ればならない,と している。しか しアメ リカ体制の弱体化の もとで集団的植民地主義が形成 され
新たな発展途上国政策が進展す る中では,発 展途上国 は,従 来型の社会主義あるいは非資本主義
の道を選ぶ ことではなく,民 族 自立 ・民主革命 といった課題を先行 して達成 すべ きである。 その
ためには新国際経済秩序の宣言 ・運動 に立 ち返 って課題 を遂行 してい く必要があるということを
述べている。そのかぎりでは新植民地主義理論 を教条主義的に解釈す るのではな く,弾 力的 にか
つ運動論的 に捉 えてい こうとす る考 え方 となっている。
3)「 南北問題」に関する近代理論 については,野 村昭夫 は次のように位置づけている。
「南北問題」 を南北 のたんなる経済格差の問題 とす る把握 は,と くに近代学派 においては圧倒
的に多い。たとえばラグナー・ヌルクセ 『後進国の資本形成』(土 屋六郎訳,巌 松堂,1956年)に
おいて主張 された 「貧困の悪循環説」 はその典型的なものである。 このような経済格差はいった
い どんな原因によって生 じたものであろうか。 これについて も通説 は,戦 後 のいわゆる世界貿易
の構造の転換,す なわち世界貿易の主要な潮流が19世 紀型の一次産品対工業製品 とい う垂直分業
か ら工業製品相互間の水平分業へ移行 した ことを強調する。ラグナー ・ヌルクセ,小 島清 『低開
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な うかであ り,な ぜ発展途上諸国の発展が遅れているのかという問題の解明に視点をおいてい
4)
るのではない。
そこで近代理論の中から発展途上国の持っている特殊性 ・歴史的段階 などを明らかにした経
済発展の方向性を導 き出そうとしたのが,ヌ ルクセ,ミ ュルダール,ミ ントな どのいわゆる「古
典派」的経済政策の提起であった。そこでは,貧 富の格差 とそれか ら生 じる諸問題,あ るいは
発展途上国の多 くがなぜ低開発の状態で苦 しんでいるのかという問題,さ らには南北間の経済
的,政 治的,歴 史的諸関係を問いなおす という問題提起 である。さらに発展途上国の経済発展
問題に関 しては,「いかに南北関係改善の努力をはらっても,そ の関係が基礎 をおいている仕組
みや秩序に問題があれば南北問題はな くな らない。近年ではこの仕組みや秩序が根本から問い
5)
直 されているのである」と位置づけているのである。しか し北の先進国の論理 と南の発展途上国
の論理 は 「究極の理想 は同 じだとしても,北 は自由市場経済原則を秩序理念 として守 りなが ら
現行秩序の改善を考 えるのに対 し,南 は,と きにはこれらと違った秩序原理 をもってきて急激
6)
な変革 をせ まり,鋭 く対立することもある」,と している。近代理論における 「南北問題」の捉
え方は,資 本主義経済の維持発展 と南の要求 とは乖離してお り,対 立することもあるとする。
「南北問題」 は先進資本主義国が南の発展途上国の要求をそのまま取 り入れ るならば,資 本主
義 そのものの危機を招 く危険性がある,と 捉えるのである。 この発想の根源には,1960年 代の
始 めに生まれた 「南北問題」に関する諸政策は,新 しい 「南北問題」の展開に対応できない と
いうことと,ま た新国際経済秩序に代表 されるような発展途上諸国の新 しい運動に対応できな
発国の外国貿易』な どは,こ のような立場 に立っている。
こうした中にあって,南 北問題 を単な る両地域 の経済格差の問題 としてでな く,世 界経済にお
ける重大な構造的不均衡の問題 としてとらえたのが,グ ナール ・ミュルダールの 『経済理論 と低
開発地域』(小 原敬士訳,東 洋経済新報社,1960年)で ある。 ミュルダール も,北 と南 との経済的
格差の認識か ら出発する。すなわ ち,世 界経済には 「きわめて富裕な国の小集団と,極 端 に貧 困
な国のはるかに大 きな集団」 とが あり,最 近数10年 間にこの両者のあいだの 「経済的不平等はま
すます増大の一途 をたどっている」。 このような経済的不平等を生み出 したのは,「 循環的 ・累積
的因果関係」の作用である。古典学派の説 く伝統的な均衡理論は否定され,市 場諸力の自由な働
きその ものなかに,経 済的不平等 をうみだす原因がある とされ るのである。」(野 村昭夫 「南北 間
・ 題」『経済セ ミナー臨時増刊 ・マルクス経済学入門』日本評論社,1972年2月,208～9ペ ージ。)
また新古典 派理論 ・政策に基づ く発展途上国の現実的政策 に関 しては,次 を参照。 とくに東ア
ジアの経済発展は,世 界銀行 を中心 としたスタッフに依存 しているとされているが,東 アジアの
経済発展は,必 ず しも新古典派理論では説明がつかない とい う点,お よび新古典派理論 において
も多様化 しているとい う点が指摘 されている。いうなれば新古典派理論 は,一 般理論 として確立
しえても個別的 ・具体的なケースでは応用できないとい うことも示 されている。世界銀行 『東ア
ジアの奇跡』 白鳥政喜監訳,東 洋経済新報社,1994年 。
4)W.W.Rostow"TheStagesofEconomicGrowth"CambridgeUniv.Press.1960.邦訳木
村 ・久保 ・村上訳 『経済成長 の諸段階』ダイヤモンド社,1961年 。
また新古典派理論 に対 しての批判お よび政策提起に関 しては,次 を参照。
P.A.ヨ トポロス ・J.B.ヌ ジェント 『経済発展理論』鳥居泰彦訳,慶 応通信,1984年 。
5)斉 藤優編 『南北問題』有斐閣,1982年,3ペ ー ジ。
6)同 上書,6ペ ージ。
(7)現 代発展途上国問題研究の分析視点7
い。 したがって 「南北問題」に関 しては,新 しい政策展開が必要であるということを指摘 して
いるのである。
すなわち 「南北問題」の新 しい展開に対 して従来の対応では,第1に,先 進資本主義世界体
制あるいはアメリカを中心とした世界経済システムの維持が困難であるということ。第2に,
発展途上諸国の内部において生産力の分化が進み,「 南」の発展途上国 としてひとくくりできな
くなってきたこと。第3に,EUの 経済統合 とロメ協定の存在,日 本の東南アジア進出などア
メリカの世界市場支配の相対的低下 を示す諸現象は,ASEANに みられる加盟国の拡大化 と地
域主義的政策,南 米でのMERCOSURな どの地域経済統合 の推進などの政策 としてあらわれて
いること。第4に,い まや発展途上国の経済発展は世界経済関係の動向を支配する要素 として
位置するようになってきてお り,し たがって発展途上国は,そ れぞれの国 ・地域に適した施策
を追求 しなければならないような状況 になってきた ことな どである。そこで新 しい内容 をもっ
た政策提示の必要性が強調される。 こうした近代理論からの提示 は,「南北問題」は先進資本主
義国による新 しい形態での発展途上国政策があるということを示すものであ り,発 展途上国に
対するいわば新たな支配形態の模索を意味している内容 をもっているといえよう。
マルクス主義および近代理論のいずれの理論体系においても 「南北問題」は戦後世界経済の
特徴的な形態 として捉 えている点では共通 している。 また両理論体系 とも 「南北問題」は,構
造的な ものとして捉 え,特 殊的 ・例外的なものとして位置づけていない。 したがって 「南北問
題」の解決は,構 造的な問題 を改めることによって可能になると捉えている。しか し近代理論
においては,1970年 代にはいってか ら世界経済の構造変化が著 しく,発 展途上国の問題 を 「南
北問題」 としてひとくくりにできない状況 にあるとい う認識に達 している。その認識は 「新国
際秩序」の運動原理が1970年 代に成立 しても,そ の運動原理が発展途上国の運動に対応で きな
い側面が多々生じてきたのであ り,し たがって発展途上国問題に関しては新たな政策展開の必
要性が生 じている。
「南北問題」の新 しい展開は,従 来の資本主義世界体制の維持あるいはアメ リカ世界市場支配
体制の維持が困難であることを示す ものである。その背景 には資本主義諸国における経済的な
関係の変化が生じていること,旧 ソ連 ・東欧諸国における共産党政権の瓦解あるいは発展途上
国における生産力発展 とその分化の進展などの諸現象が生 じているということである。
1980年 代にはいって世界経済の構造変化 は進行 してきている。 とくに1980年 代末から進行し
た旧ソ連 ・東欧諸国における共産党政権の崩壊は,発 展途上諸国の対外政策に少な くない影響
を及ぼした。1980年 代末から生 じたにイラクによるクウェー ト侵略 と湾岸戦争,ア フガニスタ
ンか らのソ連撤退 と内戦激化,ス リランカの民族紛争,ア フリカの諸国での民族紛争 ・内戦の
拡大,さ らにはイン ドにおける経済政策の転換などにあらわれている。1990年 代 に生 じた発展
途上諸国の新たな政治的 ・経済的 ・社会的困難 は,こ うした世界経済の変動の中で加速化 して
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いるようにもみえる。発展途上国における内戦あるいは紛争の激化は,国 家=政 府の性格 と権
力基盤,経 済 ・政治政策の内容,民 族 ・部族問題,さ らには地域 ・産業間格差など多様な問題
を抱える中で生 じた問題である。 もちろんこうした問題 は,発 展途上国のみが抱 えているので
はなく先進国あるいは東欧,中 国な どでも存在している問題である。ボスニア ・ヘルツィゴビ
ナ,新 ユーゴ ・コソボの内戦 ・紛争 はその象徴であろうし,ア ゼルバイジャン,ア ルメニアな
どでの紛争 もその現れであろう。
したがって世界経済の変動の中で発展途上国問題をどのように位置づけ,さ らには発展途上
国の経済発展はどのような条件 ・状況であれば可能なのかを具体的に提起 してい くことが,経
済学 とりわけ国際経済論 ・世界経済論の重要な課題になってきている。 もちろん発展途上国に
よって経済発展の道筋は異なるであろうが,そ の具体的提起は世界経済の動向の中での発展の
大 きな枠組み と個々の国々の発展の枠組 みの二側面を満たす ものでなければならない。さらに
従来型の経済成長のみをめざす方式への批判でもなければな らない。21世 紀 に向かう世界経済
は,経 済成長 こそ貧困や飢餓 を解決する道であるという考 え方か らの脱皮が迫られているので
ある。それ はそれぞれの発展途上国の歴史,文 化,民 族などの特徴 を活か しなが ら社会建設を
めざさなければならない段階であることも意味 している。
2.発 展途上国問題の現況
1960年 代の発展途上国の運動基軸は,反 帝国主義 ・反植民地主義,民 族 自立 ・自立的国民経
済形成 にあった。先進資本主義諸国の側での 「南北問題」の位置づけは,旧 植民地 ・従属国の
独立 と反帝国主義 ・反植民地主義 をスローガンとした発展途上国の対決姿勢に対 して,新 たな
対応を迫られているとともに,発 展途上諸国を先進資本主義世界市場 にいかに組み込んでいく
か ということにあった。先進資本主義諸国の 「南北問題」の論理は,新 たな形態での発展途上
国に対する支配政策を求めることである。すなわち先進資本主義国は,か つての旧植民地 ・従
属国の原材料,食 糧 の供給基地 としての役割,販 売市場 としての役割に加 えて,新 たに現地生
産 ・資本輸出を可能 にする市場 として編成 してい くことであった。 これに対 して発展途上国の
論理は,こ うした先進資本主義諸国の新たな支配 ・従属関係の確立に対抗すること,い わば新
たな支配か らの脱却 ということになる。1960年 代 の 「南北問題」は,先 進資本主義諸国 と発展
途上諸国の論理 あるいは運動形態は相対立する内容をもつ ものであった。発展途上国の運動 ・
論理は,具 体的には非同盟運動であった り,ア ジア ・アフリカ会議などの総意に代表されたの
であった。 しかし先進国,発 展途上国の両者 による 「南北問題」の論理 ・運動が展開 したの1ま,
1970年 代の初めまでであって,1974-5年 世界恐慌 を契機 として発展途上国の運動および先進資
本主義諸国の対応も変化 していくことになる。
発展途上国問題は,現 代世界経済のなかでどのように位置づけられるのであろうか。その現
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代世界経済は,1973年 第4次 中東戦争を契機 として1974-5年 世界恐慌が生 じた。 この世界恐慌
以降の世界経済は,構 造変化が進展した。第二世界大戦後の世界経済はアメリカを中心 とした
通貨の面でのIMF,貿 易の面でのGATTを 基軸 として運営されてきた。IMFは,1971年 のニク
ソン新経済政策によってその内容の変化が起 きた。 とくにアメ リカは,金 ・ドル交換の停止に
よって,ド ルの無制限的流通が可能 となり,ア メリカ ・ドルは,1971年 以降国際通貨 としての
地位 を高めたのであった。 もちろんアメリカ ・ドルは,金 ・ドル交換が停止された ことによっ
て,国 際通貨 としての地位は高 まったが同時に国際通貨の地位 も低下するという二面性が生じ
た。アメリカの国際収支の悪化,貿 易収支の恒常的赤字化は,ド ルの国際通貨 としての地位を
低下 したのである。 しかしアメリカ ・ドルの国際通貨 としての地位向上 は,発 展途上国の ドル
依存 を強めただけでな く,旧 東欧諸国 もドル依存を強めることになった。発展途上国における
NIEO運 動の変化あるいは後の東欧諸国政権 の崩壊 は,ア メ リカ・ドルの進展 と関連 した現象で
もある。また世界経済における大量の国際通貨 ドルの流通は,国 際金融市場の拡大だけをもた
らしたのみならず,ド ルを利用する巨大企業が大量に出現 した。多国籍企業 といわれる巨大企
業の存在は,ア メ リカ ・ドルの国際通貨流通 と期を同 じくして拡大 していった。
1974-5年 恐慌以降の世界経済の基本的な構造変化は,次 のような側面で現れている。第1に,
アメリカの世界市場支配が弱体化 してきているということである。第二次世界大戦後アメ リカ
は,貿 易,投 資,援 助あるいは政治的 ・軍事的に圧倒的な地位 を保持 していた。 そのアメ リカ
が1974-5年 世界恐慌を契機 として経済的地位 を後退 したのであった。たとえば貿易では,ド イ
ツ,日 本の貿易拡大によって,ア メ リカの貿易収支は赤字が恒常的になった。 また投資の分野
で もイギ リス,ド イツ,日 本の企業の投資が拡大 してきている。援助は,日 本がアメリカに変
わって供与国の第1位 を占めた。いまやアメ リカが他の先進諸国よりも優れているのは軍事力
であり,そ の軍事力を背景にして世界支配を維持 しようとしているように見える。
第2に,ア メ リカの世界市場における相対的地位の低下 と関連 して西 ヨーロッパ,日 本の生
産力発展 ・国民経済の規模拡大である。西 ヨーロッパ,日 本の地位向上は,貿 易,投 資,援 助
などの世界市場規模が拡大したばか りでな く,EU域 内統合のような巨大市場が形成されたこ
とによって,ア メリカに対抗できる勢力圏の確立を可能にした。いわばEUの 存在 はア〆 リカ
の世界市場支配の絶対的優位が低下した ことによる平準化傾向と2極 支配体制確立への過程で
ある。日本はこの場合東アジアあるいは東南アジアに独自の経済圏を形成 しない限 り,世 界体
制における一つの極 として存在することは現実には困難である。それだけ日本は,ア メリカ,
EUに 比べ,生 産力を支 える市場規模が小 さい ということと,同 時に経済圏を確立できるよう
な国際関係を形成していないということである。
第3に,国 際通貨 ・金融は恒常的に動揺 し,安 定的な国際通貨体制の構築が困難 になってい
ることであり,同 時に巨大な規模での過剰資金が国際間で流動 し,国 際金融市場が肥大化 しつ
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っあることである。資本主義にとって安定的な貿易,投 資などの世界経済関係を形成するため
には,外 国為替相場の安定,為 替管理や貿易環境の整備などが必要であり,そ のためにIMFあ
るいはGATTが 機能 してきた。 ところが今 日では外国為替相場は変動制 を採用 し,貿 易では
WTOが 確立 したが,他 方では地域主義の台頭による保護主義的政策 も行われている。世界経済
は安定 した国際通貨 ・貿易体制のもとで運動しているのではないということになる。
第4に,発 展途上国問題の複雑化 ・多様化が進 んでお り,か つてのような先進資本主義諸国
と発展途上諸国との支配 と対立 という図式が弱まりつつあること,お よび東アジア諸国 ・地域
において急速な経済発展が進み,発 展途上諸国間の経済的格差の拡大が顕著になってきたこと
である。その中で南アジア,ア フリカ諸国は,経 済発展か ら取 り残され,人 口爆発,主 食食糧
不足,貧 困層の増大あるいは民族紛争,内 戦などが生 じ,い わゆる 「貧困の悪循環」が顕著に
なっている。
第5に,旧 ソ連 ・東欧諸国の共産党政権などによる中央指令的 ・独裁的 ・利権的 ・官僚的体
制が崩れ,新 たに資本主義的生産方法の確立が迫 られているということである。中国において
も1970年 代後半からいわゆる 「市場経済化」政策が進展 し,外 資導入をはじめ開放経済体制 を
目指すだけでなく,こ れまでの政策原理 とは異なって企業の倒産,労 働者の失業,あ るいは年
金受給者の貧困化などが生 じている。ベ トナムなどのインドシナ3国 でも開放体制の導入 ・資
本主義化への道が進んでいる。 これ まで事実上 「鎖国」状態であった北朝鮮 も,韓 国 との南北
会談な どを通 じ開放体制 を導入する方向で進んでいる。
第6に,多 国籍企業 に代表 されるように企業の世界大での展開が拡大 しつつあるということ
である。巨額のアメリカ ・ドルの国際通貨化,ロ ンドン,ニ ューヨークなどの国際金融市場で
の資金調達,国 境を超 えた企業間め合併 ・提携,あ るいはアグリビジネスによる一次産品の生
産 ・流通支配 など多国籍企業は,世 界中に生産 ・流通の網の目を張ってきている。いわゆるグ
ローバル化の主体 としての活動 を展開している。発展途上国の経済発展の基軸をなしてい るの
も多国籍企業であり,多 国籍企業の進出しない発展途上国は経済発展か ら取 り残されてい る。
また中国の経済発展の主力は外資系企業であり,多 国籍企業関連企業である。このように今 日
の世界経済の運営の主要な担い手は,多 国籍企業 に移ってきているのである。
第7に,国 民経済問の経済統合,資 本 ・企業間の国際的統合などの進展があるということで
ある。経済統合は,EUの ように先進資本主義諸国間の統合 と,NAFTAに みられ る先進国と
発展途上国 との統合,さ らにはMERCOSURU,ASEANのような発展途上国間の統合 とそれぞ
れ形態 を異 にしている。経済統合の進展は,自 由貿易体制に反するものであ り,WTO体 制 とは
異質の内容 をもつ。今 日の世界経済は,経 済統合の進展の中でWTO体 制 も強化され るとい うよ
うな二層の経済関係が形成されようとしているのである。
第8に,中 東,中 央 ・南アジア,ア フリカ,東 欧などで民族,宗 教問題が顕在化 し,解 決の
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方向性 も明 らかにできないような状況 も生 まれていることである。 とくにアジア,ア フ リカ,
中東での民族 ・宗教問題は,ア メリカなどの先進国の介入によって問題 を複雑化するばか りで
なく,民 族間,宗 教問の対立を強めるということにもなっている。 ヨーロッパにおいてもボス
ニア ・ヘルツィゴビナ,新 ユーゴのコソボ,あ るいは中央アジアのキルギスタン,カ ザフスタ
ン,タ ジキスタンなどの民族問題なども解決の目途がたっていない。アメリカ,旧 ソ連は,こ
れまで強権的に民族問題の勃発を抑 えてきた。 しかし民族国家の独立は,多 数民族 による少数
民族の抑圧,差 別化政策が顕著にな り民族間の対立 を強めるということにもなってきている。
第9に,資 本主義諸国および発展途上諸国が追求 してきた経済発展=経 済成長 を目的 とした
経済政策が,人 口,食 糧あるいは環境問題などの新たな困難が生じたことにより,政 策の転換
が迫 られていることである。経済学はアダム ・スミス以来,古 典派,新 古典派あるいはマルク
ス主義においても経済成長 を前提 とした理論の構築 ・解明を課題 としてきた。その経済成長の
方法の相違が また経済学の理論 の相違で もあった。 しかし21世紀の経済 は,成 長のみをめざす
あるいは経済発展 こそ 「善」という思想そのものの見直 しが迫 られているのである。 とくに発
展途上国は先進国あるいは世界銀行な どの国際経済機関の処方箋通 りの経済政策 は,む しろ所
得格差を生むだけでな く,こ れまでの自然 と共生 してきた伝統的な生活スタイル ・文化 までも
変更を余儀な くされ,民 族間 ・部族間の対立,支 配層の腐敗 ・堕落を招 くという事態も生 じて
いる。 したがって経済政策あるいは経済学は,こ れ までの経済成長のみをめざす方向の再考が
求 められているばか りでなく,生 活 ・文化 ・伝統 ・歴史 などを重視 した施策への転換 も課題 と
7)
なってきているのである。
これ らの諸特徴 は1974-5年 世界恐慌以降急速 に進展 したのであった。かつて世界恐慌の勃発
は,世 界経済 ・国民経済の運動の軋礫 ・問題の一定の解決を行ってきたのであり,そ れが新た
な世界経済の構造 を形成す ることとなったのである。 しか し今 日の世界経済は,こ れまで経験
してきたような資本主義の諸困難を解決してい く方向性 も見いだせない状況 にあることは明ら
かである。
世界経済の構造変化が進展 している中で,「南北問題」は,1950年 代から急速に生 じた植民地・
従属国の政治的独立,民 族運動の高揚のなかで生じた世界経済の特徴 としてあらわれた。発展
途上国の運動は,ア メ リカを基軸 とする資本主義世界市場の動向に大きな影響 を及ぼしてきた
のである。例 えば1973年 のOPEC諸 国の石油生産,輸 出,価 格設定における利権の確立,砂 糖,
バナナ,銅 鉱石などの一次産品輸出国機構の設立などは,先 進諸国の安価な原材料確保 を不可
能 にすることであり,同 時に代替品や輸入国の多様化などを強いることであった。 こうした発
展途上国の運動は,ア メリカをはじめとする先進資本主義諸国の対発展途上国政策の変更を必
要 とするほど重要な内容をもっていた。発展途上国の行動 は,既 存の世界経済秩序の変更すな
わち先進国と発展途上国は対等 ・平等であることを先進国に認めさせるべ き内容であったから
7)た とえば次を参照。
ティエリ・ヴェルヘルスト 『文化 ・開発 ・NGO』 片岡幸彦監訳,新 評論,1994年
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である。 したがってOPEC諸 国の行動 は,「南北問題」に端を発する発展途上国運動の高揚 を示
す ものであり,発 展途上国の自立化運動の一端 と見 ることもできる。発展途上国の側からすれ
ば,鉱 物資源 をはじめとした発展途上国の資源の所有権 を先進諸国か ら取 り戻 し,自 国の経済
発展のための原資 とすることは当然 のことであった。 また発展途上国の生産する一次産品の価
格決定権,生 産量,輸 出先などを自らが決定できる体制 を確立することは,発 展途上国 と;先進
国が対等 ・平等の関係にあるということを実践的に証明することで もあった。 こうした運動の
原理 ・行動は,自 立的国民経済の形成をめざすものであ り,世 界市場に対等 ・平等 に参加する
もので もあ り,世 界経済秩序の変更 を求めるものでもあった。 この発展途上国の運動 ・原理 は,
世界経済秩序の変更を迫 るという内容をもっていたが,世 界市場 に参加する限 りにおいては非
資本主義への道を歩む ものではな く,資 本主義社会 を建設す ることにつなが っていた。UN-
CTADで 強調された発展途上国の要求は,先 進国側の価格決定,数 量支配,関 税,輸 入規制な
どのいわば 「不公正」な貿易システムの是正であって,貿 易の意義および資本主義的競争を否
定するものではなかったのである。 したがって発展途上国の要求である 「援助よりも貿易 も」
のスローガンに示されている貿易 システムの変更 は,先 進国による世界市場支配からの離脱で
あ り,自 立化への一歩であるとしたのであった。 とくに援助の受 け入れば,自 立的国民経済形
成 を妨げるだけでな く先進国の支配 を強化することにつながるという懸念があったからで もあ
る。 こうした発展途上国の運動は,UNCTADに おいて も変わってい く。1968年 の第2回UN-
CTAD総 会では,「援助 も貿易も」というスローガ ンがうたわれるようになった。先進国による
発展途上諸国に対する干渉 は,援 助 を通 じて行われるようになって くる。 とくに先進国は,反
帝国主義 ・反植民地主義あるいは反米 ・反西欧をスローガンとしない,す なわち親米 ・新西欧
政権 に対 しては,援 助を増大 していった。またアメリカは,反 帝国主義・反植民地主義,反 米・
反西欧を標榜する発展途上国には,{鬼 偲政権の樹立を試みた り,事 実上の経済封鎖を行 うこと
によって発展途上国の自立化 を妨害 もした。親米 ・新西欧諸国への援助は,韓 国に代表 される
ように産業基盤形成が進み,一 定の生産力水準の増大がみられた。韓国あるいは東南アジアは,
いわゆる急速な経済成長あるいは 「東アジアの奇跡」を呼ぶような事態に至 ったのである。
1960年 代 までの発展途上国の運動 ・原理は,先 進国にとって世界市場の発展 ・拡大 を困難に
することであり,対 発展途上国政策の変更 を余儀 なくされるものであった。先進国にとって発
展途上国を新たな市場 として生成 ・拡大 してい くことは,ま さに市場問題の解決の形態であっ
た。 もちろん発展途上国の市場 としての位置 は,輸 出市場であるばか りでな く,多 国籍企業的
展開の一端 として,過 剰資本の処理市場 として,あ るいは安価な労働力の確保 を可能 にするも
のとして存在するのである。したが って先進国は発展途上国をいかに して資本主義的生産体制
に組み込んでい くかということが課題 にな り,発 展途上国に対 しての干渉あるいは関与がお こ
なわれてきたのであった。 このように先進国による発展途上国に対する政策 は,資 本主義的生
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産関係を植 え付けることであり,同 時に先進国に似せた市場 を形成 していくことである。先進
国による発展途上国政策 は,発 展途上国の自立的国民経済形成要求 とは対立することになる。
こうした先進国による干渉 ・関与政策は,同 時に発展途上国の自立的 ・民族運動を高揚 させ
てい くという面をもったのであった。インドシナにおける民族 自立運動 は,そ の象徴的なもの
である。発展途上国の民族 自立化運動は,イ ン ドシナのみならずアジア,ア フリカ,ラ テン・
アメリカにまで拡大 していった。発展途上国の民族 自立化運動 は,先 進国による市場メカニズ
ム形成 を揺るがすものであ り,先 進国の対発展途上国政策の強化あるいは転換を迫 ることにな
る。 しかし発展途上国においても民族 自立化 という運動 ・原理 は,方 針転換 を余儀 なくされる
という事態が生 じた。発展途上国における資本主義的生産体制の確立が,こ うした運動 ・原理
の転換 を生 じさせたのである。
したがって1970年 代に入ってか らの発展途上国の運動 ・原理は,生 産力水準の増大と貧困の
解消を目指すかぎりにおいて資本主義への道を選択 しなければならなくなって きたのである。
こうした点は1950年 代1960年 代の発展途上国の運動 ・原理 とは異なった状況 を示すもの といわ
なければならない。発展途上国が資本主義への道を歩むということは,か つてのような先進国
との対立 という状況の変更を迫られるということになる。むしろ発展途上国は先進国にす りよ
る政策に転換することを強いられることになる。 もちろん発展途上国の先進国へのす りよる政
策への転換 には,先 進国による発展途上国への干渉があり,ま た発展途上国内部における運動
の分裂なども影響 していることは事実であろう。 しか し発展途上国の運動 ・原理は,1960年 代
の後半 までは少なくとも反帝国主義 ・反植民地主義 という基本方向ではすべての発展途上国は
一致 していたはずである。また反帝国主義 ・反植民地主義 とい う運動 ・原理は,非 資本主義へ
の道 を目指 していたものではなかった ということも事実であろう。例 えば1960年 代に活躍 した
77力 国グループ(後 には参加国はさらに拡大する)は,当 時の韓国などの反共 をテーゼとする
国 ・地域 も加盟していたのであった。ただし発展途上国の政権 を握っている一部の政府には,
マルクス ・レーニン主義 を掲げた りあるいは 「社会主義社会」建設をめざす ことを目標 として
8)
いたことは事実であり,ま たインドのように独自の 「社会主義あるいは国家資本主義」をめざ
した国 も存在 したことは事実である。 しかしこれ らの国では,目 標 を掲げたが現実は 「社会主
義」社会 とはかけ離れた生産力水準の低い段階にとどまるような状況に陥ったのである。 もち
ろんこれ らの国に対 しては,先 進国による政治 ・経済に関する介入,援 助の削減などの政策 と
ともに,旧 ソ連,中 国などの政治的圧力などによっても,「社会主義」社会建設は画餅であった
8)国 家資本主義論に関しては,次 を参照。
尾崎彦朔 『低開発国政治経済論』ミネルヴァ書房,1968年 。
また本多健吉は,国 家資本主義論が発展途上国の自立的経済発展への道として提起された理由
は,次 にあるとしている 「発展途上国の経済発展への道に関しては,資 本主義への道,非 資本主
義への道,社 会主義への道が提起されている。とくに非資本主義への道,社 会主義への道はマル
クス主義経済学から提起されている考え方であり,その移行過程をめぐって種々議論された。「国
家資本主義論」は,こ うした非資本主義的発展の道として提起された考え方である。」(本多健吉
「国家資本主義論」『アジア経済』第19巻第3号,1978年 参照。)
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ことになる。発展途上諸国の運動は,総 体 としては資本主義への道 を歩まざるをえない状況が
形成 されていったのである。
3.発 展途上国問題の展開
今 日の先進国による対発展途上国政策および発展途上国内部における経済発展政策 は,資 本
主義的生産体制の確立であ り,従 来の 「南北問題」の枠組み とは異なった新たな展開 となって
いる。先進国による発展途上国への対応は,従 来 の支配 ・被支配 とい う関係か ら,発 展途上国
に対す る差別 と選別政策を行いながら総体 としては政治の安定,飢 餓や貧困の解消,イ ンフレ
9)
の抑制,独 裁 ・抑圧政権への干渉 といった内容をもつ方向に変わって きたのである。先進国は
1974-5年 恐慌 を通じて新たな市場問題の解決を必要 としてきた。 その内容 は,発 展途上国 を先
進国の市場 として一層明確 に位置づけたのである。ただしすべての発展途上国が先進国の市場
として位置づ けられたのではない。先進国に対して協力的すなわち資本主義的生産体制を積極
的に導入 し,ア メリカ,ヨ ーロッパ諸国に協力的であ り,反 帝国主義 ・反植民地主義をあらわ
にしない発展途上国に対 して差別的政策 を行 うことになったのである。先進国の政策は,援 助
をはじめ として貿易の拡大,資 本輸出の拡大,現 地生産の拡大などであ り,IMF・IBRDな どの
国際的機関を通じた融資の拡大 によって発展途上国の生産力発展に大 きく寄与することになっ
た。先進国は恐慌を契機 として発展途上国を資本主義的市場の一環 として組み込んでい くこと
が,市 場問題の解決形態であることを世界経済の構造変化のなかで選択したのである。 この先
進国の市場問題の解決 は,発 展途上国のみならず,旧 ソ連 ・東欧の諸国にまで及んでいった。
旧ソ連 ・東欧の共産党政権の政策は,非 資本主義的な道を追求していこうとして も客観情勢は
資本主義的世界市場の網のなかに組み込 まれてい く過程であった。その資本主義的生産関係を
目指す方向は,1980年 代の後半 に生 じた東欧諸国の変革の中に現れたのであった。いわば世界
経済の変動 は,発 展途上国,旧 ソ連 ・東欧諸国においても資本主義生産体制 を取 り入れる方向
に進んでいったのである。 この限 りにおいては資本主義は,世 界の隅々にまで浸透 し,新 しい
世界市場 を形成 してい く過程であるということになる。 この ことは資本主義の生産体系 ・制度
は,社 会主義に勝利 した とか,人 類が究極的にめざす生産 システムであるということを証明し
た とい うことではない。現実の世界経済の動向の中で資本主義的生産体制 を採用することは,
国民経済あるいは国民にとって生産力発展あるいは民主主義の浸透にとって有利であるという
選択がなされているのである。別の側面から見れば,旧 ソ連 ・東欧のような社会主義 を標榜 し
なが ら実体は,共 産党を中心 とした官僚的 ・独裁的政権であった り,ま たがってのカンボジア
あるいは北朝鮮のように 「社会主義」建設 を政策の課題 におきなが ら独裁 ・非民主政権であっ
9)こ うした先進資本主義諸国の政策展開 は,同 時に一部の発展途上国政府(形 式的には民主的に
選 ばれた)が 受け入れている政策で もある。 したがって今 日の発展途上国問題を依然 として 「新
植民地主義論」 として展開 しようとする理論は,現 実にあてはまらないし,運 動論 としても実体
を反映 していない といえよう。
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たという現実は,「社会主義」への道を躊躇することにつながったのである。さらにアフ リカ,
ラテン ・アメ リカの一部の国で現実に続 いている独裁政権に対 しては,民 主主義確立のための
紛争が依然 として生 じており,一 部は内戦状態にまでなっている。 しかしこうした紛争の国 ・
地域で も確立 を目指すのは,民 主主義国家であ り,決 して 「社会主義国家」ではないというの
も特徴的である。
国連は1974年 にNIEO宣 言を採択 した。NIEO宣 言は先進諸国主体の世界経済の仕組み・運営
から発展途上国 も含めて主権の平等,相 互依存,共 通の利益,国 際揚力などをうたったもので,
具体的には発展途上国の天然資源の恒久主権 の確立,多 国籍企業に対する行動規制,外 国貿易
および国際通貨体制の再編などを基軸にした行動原理 を提起 したのである。NIEO宣 言 は1950
年代から1960年 代 にかけて頂点に達 した反帝国主義 ・反植民地主義の運動のまさに到達点に立
った運動の指針であり,1960年 代の 「南北問題」における先進国 と発展途上国の論理 ・運動の
相違 を明確にした ものであった。ところが1974年 世界恐慌を契機 として,NIEOは 運動の指針と
しては残ったが具体的な運動 としては浸透 しないままに時代は進んでいったのである。南北間
の関係 は先進国による発展途上国に対す る差別 と選別政策が進展 し,発 展途上諸国の分化 ・対
立を生じさせることになっていったか らである。親先進国政策 を追求する発展途上国に対 して
は,た とえば外国貿易では低関税率 ・特恵関税,最 恵国待遇,一 次産品に対する価格保証 など
の政策 を実施する。援助 は無償援助をはじめ として低利の借款要求にも応 じてい くなどの政策
がおこなわれた。資本 ・資金はNICSと いわれたラテン ・アメリカ,ア ジアの国 ・地域に優先的
に投下 され生産力発展の基盤が形成されていった。 こうしたアジア,ラ テン ・アメリカの一部
の国 ・地域における資本 ・資金の大量導入は,や がて債務の過剰累積 となり,NICS諸 国におけ
る新たな困難をもた らしたのであった。それはインフレーションの進行,過 剰人 口の拡大,貧
富格差の拡大,人 口の都市集中,環 境悪化などさまざまな社会問題を生 じさせたので もあった。
しか しラテン ・アメリカ諸国 と同様 に先進国の資本,技 術,援 助 を積極的に取 り入れてきた韓
国,台 湾などは1980年 代 に入ってからも経済成長を持続し,統 計的には一人当た りGDPは 先進
国水準 にまで達 してきている。むしろ台湾,韓 国の生活水準は,ヨ ー ロッパの一部の諸国の水
準を超 えるような段階にまで到達 している。さらにASEAN諸 国・地域は,台 湾,韓 国の辿 った
道 と同じ方向を目指 して突き進んでいる。アジアではASEANの みな らず中国,イ ンドも同じ方
向をめざしている。 このようにアジアの発展途上国 といわれた国 ・地域においては,資 本主義
的生産体制の導入が急速に進展 している。 こうした状況 は1960年 代 に生 じた 「南北問題」 とは
明 らかに様相を異に しているということになる。
1980年 代にはいって 「南北問題」は,明 らかに多様化 ・複雑化 して きている。それは発展途
上国側からかつてのような反帝国主義 ・反植民地主義 というスローガ ンが消え失せたこと,自
立的国民経済形成の確立の課題 も小 さくなったこと,さ らには先進国へす りよる政策が全面に
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現れたことな どに示 されている。1960年 代の「南北問題」の登場時における発展途上国の運動・
原理は,先 進国の資本,援 助の受け入れば新たな植民地 ・従属国支配 につなが るものであ り,
したがって発展途上国の自立的国民経済形成は,基 本 として不平等な国際的経済関係の是正に
取 り組 むもの として位置づけ,UNCTADの 意義が強調 されたのであった。しか しUNCTADは
開催 されたが,先 進国は決議 を実行せず,む しろ先進国 と発展途上国の経済的格差は拡大する
傾向が大 きくなるというような状況であった。そこで発展途上国の運動は,外 国貿易の原理だ
けではなく,援 助 も含めた経済的格差是正を求めた方向に転換せざるをえな くなってきた。 こ
うした発展途上国の運動 ・原理の転換 はやがて先進国の差別 ・選別政策を助長することに もつ
ながつたのである。いわば発展途上国の運動 ・原理の変更が,先 進国の対発展途上国政策の変
更を生み,「南北問題」の変容 を促す ことにもつながつた ということである。かつては自立的国
民経済形成 を追求す るモデルの一つといわれたインドにおいて も政策転換は行われており,前
述のように資本主義への発展方向を明確にし,先 進国資本,技 術の導入政策 を展開するように
なってきている。あるいは民族独立 ・帝国主義か らの解放 をめざしてアメリカ との戦争に勝っ
たベ トナムにおいても,「 ドイモイ」政策 という名称での開放政策が進展し,ASEANに も正式
に加盟 し,資 本主義への道 を歩 もうとしている。ベ トナムの選択は,ま さに先進国資本,技 術
あるいは援助の増大 を求めての政策である。外資導入をめざした工業団地,輸 出加工区の設立
などはそのあらわれである。またラオス,カ ンボジア,ミ ャンマー もASEANに 加盟することに
よって生産力発展の基盤を形成 しようとしている。ラオス,ミ ャンマーは1997年7月 にASEAN
に加盟 した。 とくに ミャンマーは軍事独裁政権が依然 として政権 を保持 し,か つての鎖国政策
に近い状態か ら開放政策への転換は,民 主化への方向が明らかにされないままの選択である。
ミャンマーは,そ れだけ軍事政権を維持することの困難 さを示 していることにもなろう。すな
わち軍事政権を維持するためには,圧 制による支配ではなく,生 産力発展 による政権の安定を
目指さなければならな くなっているということである。1960年 代からのタイの軍事政権 も同様
な政策 をお こなってきたという経緯があるからである。
発展途上 国における資本主義的生産体制の導入 は,多 くの発展途上国において混乱をきたし
ていることは事実であろう。急速な商品経済化への道は,イ ンフレーションを進行 させ,大 量
の土地無し農民を誕生 させ,失 業者 の増大,都 市 への人 口集中さらには環境悪化,社 会不安 ま
で引き起 こしている。発展途上国における商品経済化への進展は,そ れ事態は社会の進歩的な
側面を示している。貨幣経済 ・商品経済化への進展は,商 品種類 ・商品量の増大 をもた らし生
活の多様化 ・高度化をもた らす契機 となる。しか しその反面,た とえば農民は現金収入を求め
て従来の主食農産物の生産から換金作物 ・輸出作物への転換を強いられる。 この過程のなかで
土地無 し農民が増大 し,さ らには主食農産物の不足,飢 餓の拡大 などが生 じる。いわゆる農民
層分解が進展 し,都 市への過度の人口集中をもた らすということにもつながっている。フィリ
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ピンにおけるアグリビジネスの進出,土 地無 し農民の増大,マ ニラなどへの人 口の集中,外 国
への出稼 ぎ者の増大などの諸現象は,バ ングラデシュ,イ ンド,ラ テン ・アメリカあるいはア
フリカなどの生産力発展の遅れている多 くの地域 ・国で生 じている問題 と同様の性格をもつも
のである。
こうした発展途上国問題の多様化 ・複雑化の進展は,か つてのような先進国 と発展途上国の
対立,支 配 と被支配の関係 といった図式では説明できない事態になってきていることを意味し
ている。先進国は1974-5年 恐慌を契機 として発展途上国を原材料の供給,食 糧の供給,販 売市
場 というかつての旧植民地 と同様な位置づけか ら,発 展途上国を含めた世界経済の再編をはか
らなければならない状況 になった。先進国は発展途上国を搾取 と支配の場 としてのみ位置づけ
る段階から,市 場の確保 ・拡大 という新たな対応をはからなければならな くなったということ
である。発展途上国を旧植民地 と同様 に搾取 と支配の場 としてのみ位置づけるならば,先 進国
にとっては市場の限界すなわち世界市場の創出 という資本主義の進歩的な側面 を自らが閉 ざす
ことにつながる。そ こで発展途上国においても生産力の発展が行われ ることによって資本主義
は,市 場の制限 を突破す ることを可能 にする。先進国 による援助 などを通 じた発展途上国への
経済的干渉 は,や がて外国貿易の拡大,資 本輸出の拡大,技 術移転の拡大,そ して多国籍企業
的展開 という段階にまで進行 してい くことになる。 しかし先進国の発展途上国への経済的干渉
は,す べての発展途上国に対 して均等におこなわれたわけではな く,ア ジアやラテン ・アメリ
カな どの一部の国 ・地域に限定され,発 展途上国に対する差別 と選別化を行 ってきたのである。
1960年 代の 「南北問題」が世界経済の中心的な課題の一つであった時期には,親 アメリカ,親
ヨーロッパ政権に対 しては,援 助を軸 として発展途上国の経済発展に貢献する政策 をお こなっ
ていった。他方反帝国主義 ・反植民地主義を標榜する発展途上国政権に対 しては,援 助供与は
おこなわれず,外 国貿易においても不利益な措置をとったばかりでなく,場 合によっては政権
を倒すために軍事 クーデターを助長 させた りあるいは国内での戦争状態を引き起 こした りした
のであった。先進国は発展途上国に対 して経済的干渉 をおこないえない国 ・地域には,発 展途
上国政府の政策の変更を偶偶政権の樹立や軍事的圧力によって新たな支配 を確立することも行
われてきたのであった。先述のベ トナム戦争はその典型であり,ア ンゴラ,ス ーダン,ソ マリ
アな どへの軍事的介入 もその例であろう。いわば先進国は発展途上国運動の高 まりを契機 とし
て発展途上国への政治的 ・経済的あるいは軍事的介入 を強めていった ということである。
発展途上国の一部の国 ・地域は,こ うした先進国の介入の中で急速な経済的発展 を達成する
ことを可能 にしたのである。それがアジアNIEsで あ りASEANで あった。しか し発展途上国の
一部 の国 ・地域の発展は,先 進国にとっては,か つてのような支配 ・被支配 という関係 とは異
なった側面 も生 じてきている。第1は,先 進国に とって発展途上国は,国 際分業の担い手であ
り,市 場の拡大を可能にすることであ り,同 時 に過剰資本,過 剰設備などを処理することが可
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能になった ことである。第2は,発 展途上国の生産力発展 は,先 進国の商品あるいは企業 と競
合する状況が生 まれたことである。第3は,発 展途上国の生産力発展の結果,世 界経済秩序を
先進国主導で運営できない状況 も生 まれたことである。さらに発展途上国の内部においても,
非民主主義的な側面 を改善 しなければな らない状況が生 まれた ことである。資本主義的発展の
ためには一部の支配層による独裁,利 権政治体制では限界 をもつことになる。なによりもこう
した体制が存続することは,労 働者,農 民の所得の増大が進まず,い わゆる国内市場の拡大が
困難 になるか らである。 またスハル ト政権時代のインドネシアのように大統領一族が政治,経
済の実権を握 り,多 くの富 を収奪 している状況の下では,や がて国民による民主化への要求 も
大 きくなってくる。事実アジア通貨危機は,ス ハル ト・インドネシア政権 を打倒するまでに至
ったのであった。生産力の発展は,絶 対的な貧困状況か ら抜けだし,一 部の富裕層,知 識層あ
るいはいわゆる中間層を生み出す。 こうした勢力 は,国 内の反民主主義的な状況を改善するこ
とを提起 してい くからである。いわば民主主義の確立は,資 本主義的合理性 を有 した社会を求
めていくことになり,社 会の隅々にまで資本主義的な制度 ・仕組みが整備 されてい くことにも
なる。
例 えば韓国における政治の場での民主主義的手続きの採用などは,経 済発展 と対応したもの
として生 じた現象といえるものである。 もっとも韓国の経済発展 は,韓 国の民族資本 あるいは
政府が独自に展開していった,す なわち自立的国民経済を自らの手で建設 していった ものでは
ない。韓国の経済発展の過程の中では,北 朝鮮 との関係からいわゆる反共の防波堤 として韓国
の急速な経済発展を行っていかなければならない客観情勢があったことは事実である。そのた
めにアメリカは軍事援助をはじめとして経済援助 を拡大 し,政 権のテコ入れもおこなってきた。
しかし1960年 代 になって顕在化 したアメリカ ・ドルの過剰いわゆる国際通貨危機の発生は,ド
ル散布の相対的抑制 を引 き起 こし,海 外援助の削減あるいは貿易収支の改善策などをおこなわ
しめた。その結果は,韓 国に対する援助その他経済発展協力に対 して一部 日本への肩代わ りを
要求す ることにもなった。 日本はこの段階になると貿易の自由化,資 本の自由化をおこない世
界市場へのさらなる進出 をはか らなければならない状況にあった。 まさに韓国の経済発展の契
機 は,ア メ リカの ドルの弱体化への傾向 と日本の海外進出の拡大期 にあったこと,さ らにはベ
トナム戦争の長期化傾向などがあって経済発展を急速に行 ってい く環境が整 っていた というこ
とになる。 こうした環境のもとで韓国は,朴 政権が誕生 し強権的な経済発展の計画 を実施する
ことも可能になった。1960年 代から始まった5カ 年計画の策定は,ア メリカの対外政策の変更,
日本 との関係の強化,ベ トナム戦争参戦あるいは強力な軍事政権の誕生 という背景の もとで進
行 していった特殊な経済発展であった ことになる。 しかし韓国の経済発展 は,特 殊 な経済発展
の方向を辿ったからといって,発 展途上国の経済発展の 「型」の例外 として扱ってはならない
であろう。その後の台湾の経済発展,タ イ,マ レーシア,イ ンドネシアなどASEANの 経済発展
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は,韓 国 とは異なった要因があるとはいえ,少 な くとも経済発展の道を辿 っていることは事実
である。む しろ発展途上国の経済発展の形態はそれぞれの国 ・地域 において要因は異なってお
り,そ の特徴を明らかにすることが経済学の課題で もあるからである。発展途上国の経済発展
の型を類型化あるいは標準化 ・共通化 し,あ る国の経済発展がその型に充てばまっているかど
う'かを検索することが経済学の課題であるとする,そ うした研究 こそ問い直されているのであ
る。 また先進国の世界市場支配が貫いている以上は,発 展途上国の経済発展は不可能であると
いう経済学の方法も問い直 されている。 こうした意味において韓国の経済発展の道 は,世 界経
済あるいは世界政治の動向に影響されなが ら,ま たアメ リカ,日 本の援助,資 本,技 術 あるい
は市場に依存 しなが ら,自 立的国民経済形成の方向に向かって進んでいる状況を捉 えてい くこ
とが必要であり,同 時に発展途上国経済発展の一つの方式を提示 しているという点 も捉えてい
く必要があろう。
4.現 代発展途上国論の課題
発展途上国の多 くは,未 だ経済発展がおこなわれておらず,貧 困の累積 と人 口の爆発 という
悪循環に陥っている。その本源的原因はかつて先進資本主義諸国による植民地 ・従属国として
生産構造 ・社会構造が変えられ,先 進資本主義諸国の原材料供給地,食 糧供給地そして販売市
場 として位置づけられて きたということであった。さらに第二次世界大戦後は,ア メ リカをは
じめ とする先進資本主義諸国による新たな発展途上国に対する政策が,「 南北問題」として位置
づけられ発展途上諸国の経済発展の分化 と階層化が進展 したのであった。 しかし1960年 代 まで
の発展途上諸国の運動は,反 帝国主義 ・反植民地主義,自 立的国民経済形成のスローガンのも
とで結集 し,統 一 した要求 も提起することが可能であった。発展途上国が 自立的国民経済形成
を目指す要因は,第1に,か つてのような植民地宗主国の支配 ・経営か ら離脱することである。
それは,自 国に有 している鉱物資源,農 場,貿 易業務などでの自治権 ・自由権 を確立すること
であった。第2に,経 済発展 を高めるために主要な産業の国有化あるいは国家 による産業政策
を推進することであった。第3に,工 業化計画は自国資本 を用いることであった。すなわち外
国資本を排除することによって自立化を可能にするということであった。 こうした発展途上国
10)
の自立的国民経済形成の方法 は,ミ ントによって提起された理論の応用で もあった。 しか し現
実にはこうした政策の追求は,一 面では世界市場から隔離 されることによって,資 本不足,技
術進歩の遅れなどが生じた。 また国有企業な どの事実上の独占形態での企業運営は,競 争の制
限か ら過剰な労働力 を雇用 し,後 々の改革を拒む要因 ともなった。 これらは今 日の中国におい
て典型的に現れている。
1974-5年 の世界恐慌 を契機 として,世 界経済の構造変化があらわれてきた。先進資本主義諸
国の過剰資本,過 剰 ドルさらには石油産出国のいわゆるオイルダラーまでが,発 展途上国に対
10)H.Myint"TheEconomicsoftheDevelopingCountries"1964。邦訳『開発途上国の経済
学』木村修三 ・渡辺利夫訳,東 洋経済新報社,1981年 。
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して流入す ることになった。流入 した過剰資本,過 剰 ドルを 「有効」に利用 し経済発展に寄与
するのであったならば,発 展途上国の経済発展の分化 ・階層化は大き くは進展 しなかったであ
ろう。ところが大量の資本を導入 したNICS諸 国の一部は,債 務の多大な累積 を抱 え国内のあら
ゆる矛盾をさらけだすことにもなった。その一方で東南アジアの諸国 ・諸地域では経済発展が
進み,先 進資本主義諸国の生産力水準に近づきつつある状況にある。 したがって先進資本主義
諸国の資本,技 術を導入 して国内の生産力水準を高めることに成功した諸国がでてきていると
いうことは,発 展途上国の政策および政策主体が どのように形成 されたのか,あ るいはどのよ
うにして自立的政策が可能であったのか を提起 していることになる。 もちろん発展途上国自ら
が主体的に経済発展を図 ろうとした国では,む しろ成長が鈍化 し国内の諸矛盾が累積するとい
う状況 もある。 また経済発展が進んでいる発展途上諸国 ・諸地域 においても先進資本主義諸国
の介入 ・支配が行われてきたことも事実であ り,今 日でも種々な干渉が続いている。しかしこ
うした先進資本主義諸国の支配 ・干渉が行われているなかで,自 立的国民経済形成の方向が示
されているのである。その典型が韓国の経済発展 の道である。韓国の経済発展は,ア メリカ,
日本 に依存 しながら,自 立化 の方向が出されている。その方向が 「民主化」の志向であり,外
国市場の独自の開拓である。
こうした韓国をはじめとするアジアNIEs,ASEAN諸 国の動向は,発 展途上国の経済発展の
一つの 「型」を提起 しているのである。 しかしその 「型」は,各 国ともそれぞれ異なっており,
標準化 ・共通化は不可能である。アジアNIEs,ASEAN経 済の発展の方向性 は,他 の発展途上
諸国の政策の変更あるいはNIEO運 動の停滞の原因 をもた らした。NIEO運 動は,「自立的国民経
済」形成 をめざし,先 進国資本特に多国籍企業が進出するか否かで経済発展の方向は大きく異
なるという現実がある。 したがって発展途上国は,先 進資本主義諸国の資本,技 術の導入を積
極的に進めようとしていこうとする方向への転換が進んだのである。先進資本主義国の資本,
技術の導入は,新 植民地主義的政策 を容認するものとして批判されて きた。 しか し現実に経済
発展をおこなうためには,先 進国の資本や技術あるいは多国籍企業の進出も認 めなければなら
な くなっている。かつて民族 自立,反 帝国主義 ・反植民地主義を掲 げた発展途上国の多 くが,
経済発展の停滞から先進資本主義諸国へのす りよりが顕著 になってきている。しかしそうした
す りよりが歴史 に反抗するものとしてのみ位置づけてよいものかどうか問題があろう。韓国の
例 は,経 済発展が進 めば,「民主化」の方向を打ち出さなければならないことを示 しているので
ある。 したがって発展途上国の経済発展が進めば,多 くの国で 「民主化」の道筋が示されるで
あろう。 もちろん先進資本主義諸国は,発 展途上国のすべての国 ・地域に平等に資本 と技術を
提供す るものではない。むしろ発展途上国に対する分断と差別化 を強化 して くるであろう。 し
かし発展途上国諸国の経済発展は,究 極的には先進資本主義諸国の市場問題 を解決 していく道
でもある。その意味では先進資本主義諸国と旧ソ連 ・東欧諸国の 「対立」 という障害が取 り除
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かれた現在発展途上国の経済発展の道は決して絶望的ではないであろう。
今日の世界経済は,多 国籍企業によるグローバル展開が進 んでいる。発展途上国 とりわけ東
アジア ・東南アジアは中国 も含 めて多国籍企業の生産基地あるいは国際分業の一環 として位置
づけられたことにより経済発展 を続けている。東アジア ・東南アジアは,グ ローバル経済の中
に取 り込 まれていることになる。 しかしアフリカ,南 アジアなどの発展途上国は,多 国籍企業
のグローバル化から取 り残 された状況にある。 したがって多国籍企業によるグロバール展開は
発展途上国の経済格差を拡大する主体 として活動していることになる。今 日の発展途上国は,
多国籍企業のグローバル展開の もとで経済発展の方向を辿 らなければならない側面 を現してい
ることになる。さらに現代世界経済は,EU,NAFTA,ASEAN,MERCOSURなどの地域闇
経済統合が進展 している。 それぞれの経済統合の性格 は異なるとはいえ,多 国籍企業のグロー
バル展開 と並ぶリージョナリズムの進展 という意味 をもっている。経済発展か ら取 り残されて
いるアフリカにおいても経済統合,地 域間経済協力体制が形成 されている。
かつての発展途上国の運動は,自 立的国民経済形成 を目的 として きた。それは先進資本主義
諸国による政治 ・経済支配の排除である。 もちろん自立的国民経済形成 は,先 進国の資本や技
術の導入を拒否するものではない。しか し先進国からの資本や技術の導入は,自 国政府あるい
は自国資本の意思によってお こなわれるべきものであり,国 家権力の民族性あるいは自立性が
必要であった。いわゆるナショナ リズムといわれる民族性 ・自立性の確立である。そうなると
現代世界経済 は,グ ローバ リズム とリージ ョナリズムおよびナショナリズムが重な り合った構
造 となっていることになる。多国籍企業のグローバル展開のみを今 日の趨勢であると捉 える考
え方,経 済統合の進展か らリージョナリズムが21世 紀の動向であるとい う捉 え方,お よび自立
的国民経済形成を強調するばか りにナショナリズムの確立が21世 紀の課題であるという捉え方
は,現 代の重層的構造 を看過するものであるといえよう。現代世界経済は,グ ローバ リズム,
リージョナ リズム,ナ ショナリズムの重層的な構造の中で展開 している。 こうした現代世界経
済の三層構造の中で発展途上国は,経 済発展の道を選択 しなければならないのである。それは
1960年 代 に生 じた非資本主義への道あるいは社会主義への道でないことだけは明らかである。
今 日の発展途上国問題は,発 展途上国の経済発展の分化の状況 とさらに経済発展のそれぞれ
の特徴 を分析 し,発 展途上国の経済発展の道 を明 らかにしてい くことが必要であろう。その場
合経済発展の方向性を,従 来の帝国主義的分析視点で捉えるという方法論から抜けだし,世 界
経済の特徴,国 際通貨体制,多 国籍企業の動向,地 域統合の進展,発 展途上国の置かれた歴史
的地位,発 展途上国の経済状況あるいは政治体制など多様な視点か ら明 らかにしてい くことが
必要になってきている。さらに発展途上諸国の経済発展への道 は,先 進国が辿った道と同様な
方向を目指すことではな く,む しろ経済発展は経済成長を基本 とした方向か ら,な によりも生
活の安定,貧 困 ・飢餓の解消,民 族自立,文 化 ・歴史の尊重な どを基本 とした方向に転換する
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ことが必要である。 また経済発展への道 は,パ イを大 きくし,市 場原理 を貫 くことであると説
く新古典派的経済理論 ・政策からの脱皮が必要なのである。
